予算要求資料
平成26年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　項：観光費　目：観光開発費　　　
	事業名　メディア活用型観光PR推進事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　　商工労働部　観光課　国内誘客係　電話番号：058-272-1111（内3055）

　　　　E-mail：c11334@pref.gifu.lg.jp 

１　事業費　　　13,335千円　（前年度予算額：11,700千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	11,700
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	11,700

	要求額
	13,335
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	13,335

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　　県では、岐阜県ならではの新たな旅スタイル「ぎふ ウェルネス・ツーリズム」を推進し県内観光消費額を増加させるため、様々なキャンペーンやプロモーションに加え、平成２４年度より、大都市圏のメディア等に継続的なコンタクト活動（ヒアリング、交渉、調整、情報提供等）を実施し、ニュース性のある情報等を提供しながら、興味を持ったメディアを本県へ招聘し、現地取材を通じて、記事誌面への掲載やテレビ番組での放映に繋げることで、本県観光についての需要喚起を行っているが、年々取材の数も増え、非常に効果が上がっている。
北陸新幹線開業に併せて、3か月くらい前からテレビ・雑誌では、北陸を大々的に取り上げることは明らかであり、北陸と岐阜とのアクセスの良さを売り込むことでより多くの取材が見込まれ、首都圏で岐阜をＰＲするまたとない機会である。また、平成25年度はこれまでのコンタクト活動の成果により、多くの取材を誘致できており、取材誘致費の不足が見込まれるため、増額要求するものである。
（２）事業内容

　　①メディア等に対するコンタクト活動

②現地取材ツアーの実施

③メディア露出に向けたフォローアップ

④岐阜県へのPR活動の助言、提案、報告

（３）県負担・補助率の考え方

　　メディア招聘は県事業であり、県負担が妥当
（４）類似事業の有無　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	委託費
	12,932
	日常的なメディアへのコンタクト活動、取材誘致ほか

	その他
	403
	需要費、役務費等

	合計
	13,335
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（1） 各種計画での位置づけ
　岐阜県長期構想
　Ⅱ　ふるさと岐阜県の資源を活かした活力づくり

　３　地域の魅力を高め、観光交流を拡大し、消費を増やす

　　（人を呼び込み、地域の消費を拡大するために）
　　岐阜県観光振興プラン
（２）後年度の財政負担
　　　事業効果があることから、今後も継続する。
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	メディアと日常的なコンタクト活動を行うことで信頼関係を構築する。また、現地取材を通じたパブリシティにより、本県のメディアへの露出を図り、消費者へ岐阜県を旅してみたいという需要喚起を行う。


（目標の達成度を示す指標と実績）
	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	観光消費額


	－億円
（H  ）
	2,372億円
（H23）
	2,460億円
（H24）
	2,460億円
（H24）
	3,000億円
（H29）
	82.0％


	観光入込客数


	－万人

（H  ）
	3,589万人

（H23）
	3,619万人

（H24）
	3,619万人

（H24）
	4,500万人

（H29）
	80.4％

	宿泊客数

（延べ人数）
	－万人

（H  ）
	  558万人

（H23）
	  583万人

（H24）
	  583万人

（H24）
	 600万人

（H29）
	97.2％



  ※平成23年度から集計方法を変更したため、それ以前の結果とは比較不可能
○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・「ぎふウェルネス・ツーリズム」ＰＲ事業（メディア等招聘）

  大都市圏のメディア、旅行会社等へ日常的なコンタクト活動を実施、情報提供や現地取材ツアー、メディア訪問キャラバンを実施し、雑誌への掲載・テレビ放映につなげた。

　

　＜媒体コンタクト状況＞　　７１件　　　（8月20日現在）

　＜雑誌・新聞掲載/テレビ放映件数＞　雑誌等25件、テレビ10件　




（前年度の成果）

	・平成25年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

ＰＲ活動によって、雑誌掲載・テレビ放映等につなげている。メディア露出を広告費に換算すると事業費を大きく超える成果が出ている。　


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

◯

	パブリシティにより、メディアを通して効果的に岐阜の魅力を発信することで、消費者に需要喚起を行うことができている。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

◯

	メディアとの良好な関係を構築し、メディア側からの問い合わせが増えている。

また、広告換算額にして契約額以上の成果が出ている。



	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

◯

	広告ではなく、ニュース性のある情報をタイムリーにメディア等に提供し、記事や番組等で掲載（放映）させることで、広く消費者に知ってもらうパブリシティのＰＲ手法であるため、効率性は図られている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
市町村・市町村観光協会と連携した速やかな情報収集ルートの確立
他部局との連携




（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

非常に成果が出ているため、引き続きメディアとの良好な関係を継続し、本県の魅力を発信することで、露出を増やし、知名度向上や観光誘客に繋げていく。特に、平成26年度末の北陸新幹線開業を見据え、取り組みを強化することが求められる。


